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第Ⅰ部　特集 特別寄稿／シニアによるコミュニティ・ビジネスで持続可能な地域を創る

　コミュニティ・ビジネス、それは福祉・介護、
環境、情報ネット、観光・交流、食品加工、ま
ちづくり、商店街の活性化、伝統工芸、地域金
融、安全、子育て、文化芸術、スポーツ、女性
起業など、地域の生活に密着した事業のこと
で、営利・非営利目的に関わらない。すなわち
コミュニティ・ビジネスとは「衰退する地域を
元気にするために、地域の問題を住民・市民が
主体となって取り組み、自らが地域の問題を解
決する事業活動」のことである。図 １のように、
地域の問題に対して多様なフォーメーションを
持ち、顔の見える関係性を重視した事業活動を
行う。
　筆者は、90年代の中ごろから東京都墨田区の
中小企業の若手経営者たちと、地域に根ざした
コミュニティ・ビジネスを支援するために、
JR両国駅前の当時空き店舗だったところに共
同事務所を構え、多くのコミュニティ・ビジネ
スを支援してきた。その時、サポーターとして

Ⅰ
緒　言

ボランティア活動をしてくれたのは、都内の大
学に通う大学生や大学院生、そして墨田区の女
性たちであった。そのように、コミュニティ・
ビジネスは、顔の見える関係の中で営まれ、地
域で支えてくれる人々によって成り立つ事業な
のである。それではコミュニティ・ビジネスを
もって、衰退する地域の再生にいかにして取り
組んでいくべきなのか。その基本的な考え方を
以下に紹介する。
　はじめに、地域を一つの安心できる生活圏（等
身大のコミュニティ）として捉え、職住近接の
働き方や暮らし方を作ろうとすることが大切で
ある。特に定年退職者が地域や家庭にもどり、
新しい暮らしをするとき、安心できる生活圏を
職住近接、顔の見える関係の中で作っていこう
と呼びかけている。それは、都市部では小学校
区くらいの大きさかもしれないが、地方では中
学校区相当の大きさになる。要は、自分の行動
エリアを意識することが大切である。そして、
それは地域包括支援センターのテリトリーとも
重なる部分が多い。
　 ２ 番目は、地域コミュニティが必要としてい

る仕事を、地域コミュニティも起業家も身の丈
にあった地域密着の事業として作っていこうで
ある。何事も身の丈、等身大の事業というのが、
地球環境の安定を重視する時代にも合致した考
え方である。
　 ３ 番目は、地域コミュニティの遊休資源を積
極的に活用しようである。コミュニティ・ビジ
ネスの成功事例のほとんどが、地域で使われて
いない遊休資源を無償、もしくは安価で積極的
に活用し、事業コストを削減している。そうし
た方が、初期投資や設備投資にお金をかけるよ
りも、資金が少なくて済むし、地球環境に配慮
した「もったいない精神」にも準拠するのであ
る。
　 ４ 番目は、地域コミュニティの困った問題や
必要とするサービスを意識して作っていこうで
ある。地域コミュニティの困った問題や暮らし
をサポートするサービスは、今までどちらかと

いうと行政が一手に担ってきた分野であるが、
財源が豊富であった右肩上がりの高度経済成長
期には、自治体職員も大量に採用できたからこ
そ可能であった。今後の行政サービスは財源確
保の意味からも、できることは自ずと限られて
くる。そうした時に、住民、市民自らがボラン
ティア活動から一歩進めて、継続性のある安定
した事業として、コミュニティ・ビジネスを展
開していくことが求められる。しかも、そこで
働く人々には、きちんと法定通りの労働賃金は
払っていく。これがコミュニティ・ビジネス成
立の必要十分条件であると考えている。
　 ５ 番目は、地域の新しい社会関係づくり、共
創づくりの戦略コミュニティとして、コミュニ
ティ・ビジネスを通して進めていこうとするも
のである。わが国の地域社会は、縦割り社会で
ある。筆者が訪れた全国の講演会場では、住民
同士が初めて自分たちの住む地域に“こんな社
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に突入しようとしている。
　筆者は、民間の一研究者として地域コミュニ
ティの研究を30年あまり、コミュニティの現場
に入り、自分の足で探究してきた。筆者が、行
政の審議会委員や講座の講師として参画してき
た自治体では、あらためて人と人との絆直しの
再構築が進められている。例えばそれは、地域
住民に参画を仰ぎ、住民本意のまちづくりを展
開するために、まちづくりに関する基本条例を
整備し、新たに策定してきた。人と人との助け
合い、自治体や住民間の協働の楽しさや辛さな
ど、そこには常に顔の見える関係が求められ、
安心、安全の地域コミュニティづくりが期待さ
れている。しかし、そうした安心できる持続可
能な地域コミュニティづくりが、少子高齢化の
進展するコミュニティの現場で熱く議論されて
いるが、思うようには進んでいない。コミュニ
ティの基本となる大きさは、小学校区相当が良
いとされているが、財政的にはどうしても中学
校区相当にならざるをえないのが現状だ。
　高齢化率が30％を超える自治体では、小学校
区よりさらに緊密な半径300ｍ圏内の地域コ
ミュニティを“ふれあい活動圏”と名付け、住
民同士の助け合いの仕組みを創ろうとしている
が、肝心の財源はあくまで自治体の補助金頼み
だ。そこで筆者は、住民自らが財源の確保に取
り組める方法の一つとして、図 ２ のようなコ
ミュニティ・ビジネスを提案し、それらを戦略
的に中学校区相当のＡ商店街の商店主らを核と
するコミュニティ・ビジネスの組織体と一緒に
なって活動することを提案してきた。この組織
体は、地域の商店主が主体となって地域の問題
に取り組み、やがてビジネスの組織体として確
立させていったもので、地域コミュニティの活
性化と衰退する地域コミュニティの元気づくり

（地域活力の向上）を目的にした問題解決型の
ネットワーク組織体、すなわち戦略コミュニ
ティなのである。

会福祉法人やそんなNPO法人があったのか”
と気づかされることが少なくない。そうした中
で地域に必要なコミュニティ・ビジネスを意識
して作ることが（初心者はボランティア活動か
らスタートすることが肝要）、地域の問題に横
串を通していくことにつながる。そして地域
ニーズの見える化、共有化していくことが、少
子高齢化で衰退する地域の再生には必要ではな
いかと考える。
　 ６ 番目は、地域コミュニティで必要とされる
小さなコミュニティ・ビジネスを地域に多数つ
くり、あわせて地域雇用を大企業や行政からの
委託事業として積極的に生み出すことである。
空洞化する市街地や過疎化する中山間地では、
意識してそうした小さなコミュニティ・ビジネ
スを作っていくことが重要である。それは大企
業が生み出す地域雇用と補完関係で取り組むこ
とが可能で、わが国の地域間格差の解消や富の
再配分に、コミュニティ・ビジネスが有効な手
段の一つに成り得ることを意味している。
　以上、住民、市民による主体的な生き方や働
き方、暮らし方から、自己実現や地域コミュニ
ティのもやい直し（絆再生）が可能となり、や
がて本当の意味の地域再生が起きてくるものと
考えている

　地域コミュニティの現場では、2025年に団塊
世代が後期高齢者となる前に、顔の見える関係
づくりの修復、再生が必要であり、そうした新
たな絆直しが地域コミュニティを元気にし、自
らが地域問題を解決する能力、すなわち地域事
業力を高めていくものと考えている。そしてわ
が国は、これから人口が徐々に減少し、生産年
齢人口も不足する本格的な少子高齢社会を迎え
るが、新興国のようなめざましい経済成長はあ
まり期待ができない。人口も経済も縮みの社会

Ⅱ 健全な地域コミュニティの形成には
コミュニティ・ビジネスの導入を

　コミュニティ・ビジネスは、本来住民自身の
自分起こしにもつながり、さらには住民同士の
新しい社会関係づくりや協働関係づくりを育ん
でいく。このようにコミュニティ・ビジネスの
導入は、職住近接の働き方や暮らし方をコミュ
ニティの現場で成立させ、安心できる生活圏
（ふれあい活動圏）の形成に寄与するものであ
る。よって地域の困った問題の解決や社会的弱
者をサポートするようなサービスが公助サービ
スと補完関係になり、きめ細かく地域コミュニ
ティで展開されることにつながる。また地域で
活用されていない遊休資源を積極的に活用し、
新たな事業展開が見込まれるが、こうした地域
に存在する全てのものが共生、共存、シェアし
ながら持ち前の機能や価値をフルに活用するこ
とで、地域コミュニティは大いに活性化してい
くものと思われる（図 ３）。
　今後、コミュニティ・ビジネスを地域で安定
して展開するには、社会的企業（コミュニティ・
ビジネスの発展形態の一つで、世界的にはこの
形態を目指す組織体が少なくない）を目指し、
地域で積極的に雇用の場づくりと社会貢献を推

　コミュニティ・ビジネスには、財源確保の面
だけではなく、住民・市民らの自主性を活かし
た“ふれあい活動”も達成目標の一つとして考
えているが、それらを継続して展開していくに
は、やはり適度な自主財源づくりが必要だ。現
場のコミュニティでは長年会社勤めをしてきた
天引き納税者が多いため、どうしても、その行
動は行政頼み（補助金の導入）にならざるをえ
ないのが現状だ。このことは、多くの働く人々

（会社勤めの勤労者）が毎年確定申告をしなく
ても済む（会社が代行して納税申告をしてくれ
る）ことに起因している。こうしたわが国の税
制には、自分が一体どのくらい税金を納めてい
るのかという意識が欠落している。自ら納めた
税金をチェックし、いかに地域コミュニティで
有効に活用するかという公益活用の好循環が生
まれにくい社会システムとなっている。こうし
た中で、閉塞感のある地域コミュニティへのコ
ミュニティ・ビジネスの導入は、住民・市民ら
による新たな起業と商店主たちとの協業によ
り、住民・市民の自治意識を促し、郷土愛や自
助心、互助心を育むものと考えている。

図 ２　地域コミュニティの戦略的な創造と活用
出典：細内（2010）より転記
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販売の場を、いかにして農村地域に作っていく
かが成功のカギとなる。農村地域のコミュニ
ティ・ビジネスは、社会的弱者（特に子育て中
の若い女性や子育て後のシニア女性、そしてシ
ニアたち）の就労の場づくりで、ご近所の井戸
端会議も内包し、身の丈に合った事業、手仕事
の喜びを取り戻す事業、健康を増進する事業な
ど、多面的な仕事づくりという視点が必要と
なってくる。
　このような顔の見える関係の中に、働く場と
して、食品加工の場、販売接客の場を作ってい
くことが、農村コミュニティの活性化には必要
である。農村には人的資源も含め、遊休資源が
豊富にあり、そうしたものを積極的に活用し、
農産物に付加価値を付けて、できるところから
事業化していくことが農村地域を経済的にも豊
かにする。
　また農村地域には、図 ４のように、基礎集団
としての地縁コミュニティの存在と田園、里山、
森林、河川、温泉などの地域資源がふんだんに

し進め、かつ地域住民との一体感を醸成するこ
とが求められるであろう。そうすることで人と
人との“絆づくり”が再び修復され、筍の芽の
ように地域コミュニティの苗床からボランティ
ア活動をも含めて、自分起こしや地域起こしを
する21世紀型の新しい市民が多数生まれ、活気
のある持続可能な地域コミュニティが日本各地
に誕生するものと考えている。

　過疎地の農村地域はすでに限界集落化しつつ
あり、多くの社会問題を抱えている。こうした
地域問題の解決方法の一つにコミュニティ・ビ
ジネスがあり、そうした農村地域では自立した
女性たちによるコミュニティ・ビジネス起業の
成功例は少なくない。農村地域の活性化にはコ
ミュニティ・ビジネスが有効であり、特に相互
扶助、協業を盛り込んだ食品加工の場、農産物

Ⅲ 農村地域の活性化は女性とシニア
のコミュニティ・ビジネス参画が鍵

　しかし、そこまで到達するにはいくつかの条
件整備が必要となってくる。
　 1 番目の条件整備は、コミュニティ・ビジネ
スを再生事業の核として行う場合、中心になっ
てそれを担う人材の育成が再生事業の成功への
鍵となる。
　 2 番目は、前述のような農村部の女性、特に
シニア女性の積極的活用が活性化のポイントで
ある。従来の家内労働から賃金労働を意識し、
積極的に農村部の雇用を創出する。彼女らのや
る気を引き出す仕掛けが大切なのだ。自分の財
布を持ち自立する。そうした自分起こしの観点
が必要だ。
　 3 番目は、コミュニティ・ビジネスを核にし
た主体的なフォーメーション（地域コミュニ
ティを挙げて取り組む体制）をどう組み立てて
いくかである。日本社会は依然として縦割社会
であり、そうした縦割社会に横串を通すのがコ
ミュニティ・ビジネスであり、それを大都市部
の風の人や専門家と結び付け、ネットワーク化
していくことが求められる。
　 4 番目は、新しいテーマコミュニティのあり
方を考えることである。例えば新しい農業のあ
り方として、消費者とのつながりで顔の見える

あり、それに対し大都市部では、市民らが好緑
コミュニティによる機能集団（情報資源）を結
成し、テーマ性で人々が集まってくる。健康ス
ポーツ、文化芸術、グリーンツーリズム、里山
保全、山歩きや市民農園などに関心のある人々
が集まってくるのである。このテーマコミュニ
ティのネットワークが大都市部には多数存在す
る。さらには元企業戦士として第一の人生を一
生懸命に働き、退職を経験した団塊世代といわ
れる昭和22、23、24年生まれの約680万人が大
都市部の地域コミュニティに存在する。農村の
地縁コミュニティや地域資源と大都市部のこう
した好緑コミュニティ、情報資源をうまく結び
付け、融合（リエゾン）させることで、前述の
農村部における女性やシニアのコミュニティ・
ビジネスと合わせて、わが国の限界集落化しつ
つある農村地域の活性化が十分可能となるので
ある。都会から風の人（スキル、ノウハウを持
つ人々）、各種愛好家や専門家を呼び込み、土
地の人、地元民との融合を図って、新たなコミュ
ニティ・ネットワークを形成し、醸成させるこ
とが地域再生への近道である。それらを筆者は

「テーマコミュニティの森」という概念で表現
し、日本各地で紹介している。

出典：細内（1999）より転記
図 ３　コミュニティ・ビジネスの事業化フロー

図 ４　テーマコミュニティの森の概念図　
出典：タイセイ総合研究所，細内信孝（2002）より転記
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を十分にこなしている。PTAの役員、生協の
役員、社会福祉の役員、NPOの役員、さらに
は市議会議員など、そのネットワークは侮れな
い存在なのだ。
　元企業戦士であったお父さんは、ただただ会
社と自宅の往復で、家には寝に帰るだけであっ
たと、うそぶく人は少なくない。そこで地域デ
ビューへの始めの一歩は、自分なりにテーマを
持ち、好きなことから始めることが肝要である。
昔とった杵柄を活かすのである。テニスやサッ
カー、野球など、スポーツ好きなら、地域にあ
る各種スポーツクラブの練習を見学するのもよ
い。歴史が好きなら、ご先祖探しや郷土史研究、
城郭研究など、はたまた自治体・公民館・コミュ
ニティセンター主催、近隣の大学主催の講座を
見つけて参加してみるのも一つの手である。自
治体の広報紙には毎月のようにその類の講座情
報が掲載されている。インターネットの検索エ
ンジンを使えば広範囲の情報を収集することも
可能だ。そうして自分の関心ごと、強み分野か
ら地域デビューを始めるのである。何事もチャ
レンジすることが大切である。時には奥さんや
娘さんに背中を少し押してもらうことも効果が
あり、そうした講座への参加を家族が積極的に
勧めることも有効だ。全国的に生涯学習ブーム
で、各地の地域イベントや各種文化、芸術、ス
ポーツ、音楽などの講座が目白押しだ。都市部
の私鉄沿線では、民間のカルチャー・スクール
も活発で、なにがしか自分にあった講座が見つ
かるはずだ。要は地域で仲間を作ることが大切
なのである。そのコツの一つは、会社員時代と
は違う業種の方が友達になりやすいという。自
分の知らない世界が広がるからである。
　趣味の世界から地域で友人をつくり、さらに
人に喜ばれて小遣い程度の仕事へと発展させる
人もいる。こうした小遣い程度の収入を伴う小
さな仕事も含めて筆者は“コミュニティ・ビジ
ネス”といい、50歳を越えたら地域に社会参加

関係（安心・安全）が求められている。ある道
の駅では、携帯電話（ICT）を使いながら、一
日に何回も農産物の納品が可能となるシステム
を構築し、生産者と消費者の顔の見える関係を
演出している。また道の駅に子ども達の遊び場
を併設し、アメニティ施設を導入して家族連れ
の集客に結びつけているところもある。いわば
道の駅の ６ 次産業（ １ 次× ２ 次× ３ 次＝ 6 次）
化である。こうした姿も活気ある農村地域の新
しい風景になってきている。

　最近、日本の会社はコンプライアンス遵守の
こともあり、退職者の名刺を回収するように
なったが、以前は退職した当時の名刺にペンで”
前”とか”元”を付けて、名刺を交換するシニ
アが少なくなかった。元○○会社の取締役、部
長という肩書きを、退職後も地域のイベントで
差し出す光景をよく目にしたものだ。それは、
わが国が肩書き社会であることの表れであり、
そうした人は自分が裸の王様であることをご存
じではない。例えば地域の会合に出席しても、
上座を求めて座る位置を気にするし、やたら腕
組みをして口を“への字”にし、難しい顔をす
る。さらには会社にいた時のように上から目線
で若い人に指示を出す。そして相手の年齢や勤
め先、出身大学を詮索し、自分より年下の人を

“君づけ”で呼ぶ。そうなると全く手に負えな
い裸の王様状態となる。会社人間はこうして“地
域社会の迷惑者”に変身してしまう。
　そこで、今まで会社人間であったお父さん
が、地域コミュニティにスムーズに入っていく
にはどうしたらよいか。裸の王様にならないた
めの“地域デビューへの心構え”をいくつか紹
介しよう。最初の心構えは、地域コミュニティ
では“女性は地域社会の大先輩であると思え”
である。女性はすでに子育てを通して地域活動

Ⅳ シニアが地域コミュニティに入る
ためには 場でその主役となる人々は、団塊世代の退職者

や子育てを無事卒業した母さん達、そして障が
い者や失業者、子育て中の若い母さん達であり、
みんな働きたいと願ってきた人々である。そし
て、そこには、彼らを地域コミュニティの現場
で強力にサポートするカリスマ的なリーダーの
存在が欠かせない。そうした彼らに愛情をもっ
て牽引するリーダーを、筆者は“社会起業家”
と呼んでいる。
　社会起業家とは、一般的には自己実現をしな
がら社会を変革していこうとするベンチャー精
神を持つ起業家をいうが、最近大学や大学院を
卒業したばかりの若い起業家を、そうした呼び
方にすることをマスコミなどが積極的に使用し
ているが、しかし、それはけっして若い起業家
の専売特許ではない。サミエル・ウルマンの言
葉を借りれば、青春という“熱い心”と成し遂
げようとする“実行力”を持ち合わせていれば、
それは年齢や性別を問わないものだ。
　コミュニティ・ビジネスは、地域の諸問題に
地域の仲間と一緒に取り組み、ビジネスの組織
体をもって、協業のスキームを構築しながら中
長期的に取り組んでいくものである。 １ ～ ３ 年
という短いスパーンで地域の困った問題が解決
するものではない。地域では息の長い取り組み
が必要であり、かつ郷土愛をもって新しく地域

の場を作り、会社のワラジに地域のワラジを追
加して、二足（多足）のワラジで第二の人生を
楽しく豊かに暮らして行こう、と提案している

（図 ５）。それには40歳代から地域デビューのた
めの“地域ワクチン”を接種しておくことがお
勧めだ。また会社は単に社員を囲い込むのでは
なく、地域社会に向かって社員を年間 ７ 日間ほ
ど有給で解放し、地域活動やボランティア活動
を積極的に勧めてこそ“社会の公器”としての
存在が高まるのである。そうした企業が世の中
に増えることで、企業も多様性のある豊かで充
実した市民社会づくりに貢献するのである。

　コミュニティ・ビジネスといえば、まず思い
浮かぶのは、地域住民が地域問題の解決にビジ
ネス視点をもって取り組み、地域資源を活用し
ながら、行政や各種団体とともに、その地域問
題を解決しようとすることであるが、その本質
は、人間生活論、コミュニティ共同体論、地域
開発・活性化論、社会起業・ベンチャー論、
NPO・市民セクター論、社会福祉・ボランティ
ア論などで、人間の生活に関わる総合的な視座
から成立している。
　コミュニティ・ビジネスにおいて、地域の現

Ⅴ コミュニティ・ビジネスと
日本の社会起業家たち

出典：細内（1999）より転記
図 ５　コミュニティ・ビジネスの発展プロセス

同好の士が出発点
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交流（農村レストラン）の「花農場あわの」（栃
木県）、食品加工の「秋田ふき粉会」（秋田県）、
郷土料理の「華正（はなしょう）」（秋田県）な
どが挙げられる。筆者は、そうした郷土愛を持っ
て地域を元気にする事業（コミュニティ・ビジ
ネス）に取り組んでいる彼らを、著者は“日本
の社会起業家”と呼んでいる。

　現場の自治体においても、増加するシニアへ
のコミュニティ・ビジネス型の地域雇用創出が
急がれている。彼らの雇用対策については、既
存のシルバー人材センターや臨時雇用にとどま
らず、これからは、コミュニティ・ビジネスに
よる、自らが地域で生活に関わる事業を起こし、
自立的に雇用を創出（セルフ・エンプロィメン
ト）する新たな働く仕組みを整備することが、
シニア市民の新しい社会参加の場としても必要
不可欠なことである（図 ６）。
　筆者が、そうした観点からシニアを対象にし
て、 6 年間（2009年～2014年まで）指導した千
葉県山武市（当時の人口は 5 万 4 千人）のコミュ
ニティ・ビジネスによる持続可能なコミュニ

Ⅵ シニアによるコミュニティ・ビジネス
で持続可能なコミュニティづくり

コミュニティを創っていくものである。
　その分野としては、冒頭でも述べたように

「福祉・介護」「環境」「観光・交流」「食品加工」
「まちづくり」「子育て」「文化芸術」「スポーツ」
などが挙げられる。
　そうした先人の社会起業家たちを挙げれば、
地方では、長野県小川村の株式会社小川の庄の
権田市郎氏、栃木県足利市の社会福祉法人ここ
ろみる会・有限会社ココ・ファーム・ワイナリー
の川田昇氏、滋賀県長浜市の株式会社黒壁の笹
原司朗氏、愛知県長久手市の社会福祉法人愛知
たいようの杜・ゴジカラ村役場株式会社の吉田
一平氏などがおり、都市部では、会員制による
有機野菜の宅配事業を通じて社会にインパクト
を与え続けた（安心・安全の農産物で地方の生
産者と都市部の消費者を結び、そして百万人の
キャンドルナイトやフードマイレージなどを主
導した）株式会社大地を守る会の藤田和芳氏な
どがいる。
　また、筆者がその調査研究や起業指導のため
に訪問したCB事例を挙げれば、福祉・介護の「さ
いとう工房」（東京墨田区）、環境保全（レンタ
ル食器）の「スペースふう」（山梨県）、情報ネッ
トの「シニアSOHO三鷹」（東京三鷹市）、観光・

トラン「ファーマーズキッチン米夢」、平飼い
卵の生産・販売の「タカミファーム」、趣味と
実益を兼ねた「コミュニティ農業塾」、住宅街
の家庭料理「いきいき食堂」、夫婦手作りによ
る 自 家 栽 培 ジ ャ ム の「JAM&SCONE　AI」、
掃除や引越しサービスなどを行う便利屋「すぐ
やるサービス」、米粉の加工販売を行う「さん
さん味工房」、手作り小物の販売処「SUN・棚・
ショップ」、市民農園の「くろ」、果樹園プレー
パークの「しろ」、農と食の体験ができる「中
村農園」、地元野菜の生産・販売を行う「農援隊」
などが、彼らの地元・山武市から立ち上がって
いった。彼らの元の職業は多彩で、新聞記者、
銀行員、美容師、会社員、自営業者、主婦、小
学校教員などで、それまでは地元山武市という
よりは、会社などの職場や活動拠点が東京都心
にあった人達であり、こうした人々が昼間も山
武市に戻り、地元で自己雇用を生み出し、真の
意味のシニア市民となり、地域コミュニティに
インパクトを与え続けることが、持続可能なコ
ミュニティを維持していく上で必要不可欠なも
のである。その試みは始まったばかりだが、成
果が出るには、もう少し時間が必要である。

　コミュニティ・ビジネスは、地域コミュニティ
を起点にした住民主体による地域のための事業
である。地域で雇用を創出し、地域内で人、モ
ノ、金、情報などを循環させ、自律的な経済的
基盤を築くものだ。わが国は、戦後70年にわた
り営々と築いてきた社会経済構造がいま音を立
てて崩壊し、それと同時に新しい社会経済構造
の創造が始まっている。しかしそこには痛みが
伴うもので、特に社会的弱者には耐えがたい生
活環境の変化をもたらすものだ。その苦痛を社
会的にも経済的にも和らげようとする方法の一
つにコミュニティ・ビジネスがある。このコミュ

Ⅶ
結　び
～コミュニティ・ビジネスで分かち合いの
コミュニティ産業づくり～

ティづくりの試みを以下に紹介する。
　コミュニティ・ビジネスというと自治体では、
一般的に産業経済課や商工振興課などが担当す
るケースが少なくないが、しかし山武市では総
務部市民自治支援課がその事務局機能を担い、
シニア市民たちのコミュニティ・ビジネス講座

（以下、山武市ではCB講座という）への参加促
進をサポートしてきた。市民自治支援課が担当
するということは、真の意味の市民自治を担う
人々をつくるという意味合いも、このCB講座
には込められていた。そのアプローチとして、
山武市役所では、段階を踏まえながら初心者に
も分かりやすいCB講座（主にCB講演会、CB
起業講座、先輩CB起業者との交流会、相談会
からなる）を筆者と相談しながら毎年開催し、
市の広報紙には毎月CBコーナーを設けながら
分りやすいCB起業に関する解説を行った。そ
して、CB講座開始後の ２ ～ ３ 年目あたりから
地元でCB起業する事例が毎年十例ほど誕生し
ていった。 ５ 年目を迎えるころには、その数は
３０ほどになった。CB講座への延べ参加者数は２
００人を超え、CB起業を通して自立を考える市
民たちは確実に増えていった。
　CB講座に通い始めた人のほとんどがシニア
の方々で、会社を定年退職した人、子育てを卒
業した人、小学校教員を退職した人、自営業を
子息に継承した人など、まだまだ社会で活躍が
でき、十分に働ける人たちであった。彼らは、
CB講座に初めて参加するとき、一様に「地域
にもどって何かしたい、自分の得意技や経験で
地域社会に貢献したい、ボランティア活動から
一歩進め、小遣い程度でもいいから収入になる
ようなコミュニティ・ビジネスを始めたい」と、
その動機を述べたものだ。
　そうした彼らが起こした山武のコミュニ
ティ・ビジネスには、小規模託児所の「五反田
こどもの家」、美容福祉の「サン・エム・ソーシャ
ルビューティサービス」、創作料理の農家レス図 6　公共と民間の新たなパートナーシップによるシニア市民の新しい社会参加

出典：細内（2010）より転記
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心となってシニアのためのパソコン教室やイン
ターネットの操作能力向上を促進するNPO法
人が誕生し、学校に通う子供たちの安心・安全
サービスまで取り込み、今や事業高は 1 億円を
超えるコミュニティ・ビジネスもある。
　いずれも住民が住民をサポートする、シニア
がシニアをサポートするといった地域コミュニ
ティ内の新しい経済的互助の仕組みがそこには
ある。特にシニアが地域コミュニティを活性化
させるこうした先進事例は、わが国の超高齢社
会にふさわしい社会変革の一つといえよう。
　こうして見てくると、わが国が迎える本格的
な少子高齢社会は、けして悲観することではな
い。コミュニティ・ビジネスが創り出す21世紀
型のハイタッチな顔の見える新産業、すなわち
コミュニティ産業は、社会的排除にあう人を極
力ださない、住民みんなが地域コミュニティで
幸せになれる“分かち合いのコミュニティ産業”
として、すでに誕生し始めているのではないか。
　さらには科学技術の粋を集めた介護ロボット
や地域規模のICTを活用した福祉介護のアーカ
イブなど、それぞれの地域コミュニティにふさ
わしい地域のコミュニティ産業をそれぞれが構
築していけばよいのである。先進国のなかでも
日本は超高齢社会のトップを走っているが、中
国などの後に続く海外諸国の潜在的な巨大マー
ケットを鑑みると、日本の近未来社会はけして
暗いものではないはずだ。

注）本稿は、筆者が生産性新聞（公益財団法人日本生
産性本部、2008年～2012年）の「地域活性化とイ
ノベーション」「識者の眼」などへ寄稿したものに
大幅に加筆して編集したものである。詳細は、細
内信孝のコミュニティ・ビジネスワールド http://
www.hosouchi.com/を参照のこと。
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